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廃棄物減量のための経済的政策手法と
　　　　　　　　汚染者負担原則
　一ごみ処理有料化・包装廃棄物回収制度を中心に一
?
野 典
?
はじめに
　最近、環境政策としての経済的手法が注目を浴びているω。廃棄物減量
化対策としても例外ではない②。環境庁や厚生省の審議会・研究会も相次
いで廃棄物減量のための経済的手法について検討し、実現可能性が高いと
考えられるいくつかの経済的手法の導入を提言している（3＞。経済的手法を
導入することによって、廃棄物減量化・リサイクル促進のための経済的イ
ンセンティヴを生産者や消費者に与えようとするのである。従来のシステ
ムでは、まだ使えたり再生可能なのにごみとして排出し、使い捨て商品を
生産・消費する方が経済的メリットが大であったのを、全く逆転させよう
という発想である。さらに、経済的手法の背後には、それらは、一部の補
助金を除き、「汚染者負担原則」（Polluter　Pays　Principle、以下「PPP」
と略）に適っているという考え方がある〔‘｝。PPPは、環境政策において中
心的な役割を果たすべきとされており、OECD諸国の環境政策は基本的に
はこの原則に則っている。
　本稿は、廃棄物減量のための経済的政策手法の中から、ごみ処理有料化
と包装廃棄物回収制度を取り上げ、それらがPPPに適合しているかおよび
廃棄物減量化の効果が期待できるかの2点について検討し、さらに政策の
提言をすることを目的とする。第1節では、経済的手法を評価する基準と
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なるPPPについて、その意味と意義をOECDの考え方を中心に考察し、そ
の問題点についても検討する。PPPはいくつかの問題点は持つものの、依
然として環境政策の基本でなければならない。第H節では、最近実際に導
入したまたは導入を検討している自治体が増加しつつある「ごみ処理有料
化」について検討する。ごみ処理有料化は一見すると、PPPに適っていて、
しかも廃棄物減量にとって有効な政策手法であるように考えられている。
しかしそうではなく、ごみ処理有料化制を単独で導入しても必ずしも有効
ではなく、しかもPPPに適合しないことを主張する。廃棄物減量のために
は、ごみ処理有料化のみではあまり効果がなく、他の政策手法との適切な
組合わせが必要である。第皿節では、PPPに適い、廃棄物減量化にとって
も大きな効果があると考えられる「包装廃棄物回収制度」について検討す
る。この制度はドイツとフランスでは既に導入されて、ドイツにおいては
顕著な効果が挙げられており、最近わが国においても同様な制度を創設す
べきであるという報告書が、厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物
減量化・再利用専門委員会によって提出され㈲、法制化に向けて本格的な
検討が始められところである。本節では、ドイッ・フランスの制度を参考
にしながら、わが国において同制度を創設する際に考慮すべき点をPPPお
よび廃棄物減量のための有効性を中心に検討する。第IV節では、総合的対
策が必要なことを主張する。
1　汚染者負担原則
1．OECDによるPPPの定義と考え方
　PPPが環境政策の基本原理となったのは、　OECDによる次の2つの勧告
によっている。1つは、「環境政策の国際経済面に関する指導原理に関する
理事会勧告（Recom皿endation　of　the　Council　on　Guiding　Principles
Concerning　International　Economic　Aspects　of　Environmental
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Policies）」（1972年5月26日）であり、他の1つは「汚染者負担原則の実施
に関する理事会勧告（Recommendation　of　the　Council　on　the
Implementation　of　the　polluter．Pays　Principle）」（1974年11月14日）で
ある（G）。
　1972年の勧告では、「希少な環境資源の合理的利用を促進し、国際貿易
および投資における歪みを回避するための汚染防止・制御措置に伴う費用
の配分のために用いられるべき原則」（OECD［1975、　pp．12－13］）とされ
たのがPPPである。
　つまり、OECDのPPPは資源配分の適正化という環境政策と同時に、貿
易政策の要素を強く持っていた。ある国が環境破壊の費用を内部化して、
汚染者特に製造業者に負担させ、他の国がそれをしなかったならば、同一
製品の価格が前者は高く後者は低くなり、国際貿易上、不公正な競争とな
る。また、ある国が汚染防止のための民間投資に補助金を与えるが、他の
国がそうせずに、補助金を受けた企業が受けてない企業よりも優位に立つ
とすれば、そのような環境政策が市場の歪みをもたらす原因となりうるの
である。PPPはまずこのような貿易上の不公正や市場の歪みを排除しよう
という通商政策の側面が強かったのである。したがって、PPPにより補助
金や税制優遇措置はいくつかの例外を除いて、原則的に禁止されるべきで
あるとする（OECD［1975］）。
　PPPは、「受容可能な状態に環境を保つために公的当局により決められ
た上記の措置に対し、汚染者が資金上の責任を負うべきであるということ
を意味する。換言すれば、それらの措置に対する所用の費用は、その生産
と消費の過程において汚染を引き起こす財及びサービスのコストに反映さ
れるべきであるということになる」（OECD［1975、　pp．15－16］）。　PPPは
このような考え方に基づいて提唱されたが、現在では環境政策の基本原則
としてOECD加盟国をはじめ世界各国に採用されている。しかし、具体的
な政策手法については各国間で合意があるわけではない。環境政策には直
接規制もあり、市場メカニズムを用いた間接手法（経済的手法）もあるか
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らである。そのどちらがとられてもPPPに反することにはならないのであ
る　（OECD［1975］）（7｝。
　PPPによる政策が実行されれば、次のような望ましい結果が得られるこ
とになる（熊谷［1977］）。①外部費用の内部化によって最適な汚染水準、
すなわち、最適な資源配分が得られる。②汚染原因者が費用を負担するこ
とは、分配の公正に適っている。③汚染費用が内部化されることによって、
適正な競争が確保される。④汚染防止・制御措置がとられることにより、
環境破壊が事前に回避される。⑤汚染者が負担するという原則は、正義の
観点からも容認される。
　さらに近年「事故による汚染への汚染者負担原則の適用に関する理事会
勧告（Council　Recommendation　on　the　Application　of　the　Polluter　Pays
Principle　to　Accidental　Pollution）」（1989年7月7日）が出され、　PPPは
適用の範囲がより広げられるようになってきている⑧。
2．PPPの問題点
　宮本［1989］は、PPPの限界として次の3点を挙げている。①公害に伴
う社会的損失には絶対的不可逆的損失があるので、貨幣的に補償不可能な
ものが含まれている。これに対してはPPPは有効ではない。②最終的に公
害防止コストの多くが消費者負担となることをみとめているためにおこる
公平の問題。③公害防止だけでなく環境を保全するとすれば、PPPだけで
は、社会資本の整備、自然や街並みの保全、その他アメニティのためには
不十分である。
　この②の点は、本稿の主題にとって重要である。PPPは汚染防止費用が
第一次的に汚染の原因となっている者が負担すればよく、最終的に誰が負
担することになるかは無関係である。したがって、第一次の汚染者である
企業が費用を価格に上乗せし、消費者に転嫁することもPPPに反すること
とはされていない（Beckerman［1975］）。一般に転嫁といえば費用の消
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費者価格への転嫁、いわゆる「前転」のみが注目されているが、原材料の
供給者や部品メーカーが納入価格を切り下げられたりする「後転」が生じ
ることもあるし、また全く転嫁が起こらず、生産者が費用上昇分をすべて
負担する「消転」もありうるのである。転嫁が、前転されるか後転される
か、また消転されるかについては、需要の価格弾力性に依存し、また企業
の競争状態・力関係にも依存する。したがって「PPPは消費者負担の原則
である」という主張は必ずしも当てはまるものではない（9）。また、後転が
生じると、発展途上国の零細下請け業者や労働者を圧迫することによって、
「間接的な公害輸出」とならないとも限らない。また、「電力会社が公害防
止費用の増大あるいはそれと裏腹に公害という迷惑をあたえる代償として
支払う電源開発交付金のために、電力料金を値上げしてきたのが典型例で
ある。この場合、労働者や零細企業などの社会的弱者は公害の被害者とな
り、さらに公害対策費や電源開発交付金の負担者として、「二重払い」と
ならぬかという問題がある」（宮本［1989、p222］）。　PPPによって新たに
課された費用が前転や後転によって原材料供給者や消費者に転嫁され、彼
らが費用の一部を負担することが公正・公平の見地からいって問題がない
かについての議論は十分になされているとはいえない。
　都留［1973］はPPPには次のようなねらいがあるとする（p．2）。
①公害を出す経済活動は、稀少財である環境を使うことを意味するから、
それだけ高くつくということを表に出し、かくして、そのような経済活動
の製品に対する消費を抑える効果をもたせること。
②公害を出してしまって高額のダメージ救済費用を出さざるを得なくなる
よりも、防除に金をかけるよう、企業を誘導する効果をもつこと。
③各公害企業の個別的責任を明らかにする効果をもつこと。
　そしてこの意義を認めながらも、公害関連の費用は、①防除費用、②ダ
メージ救済費用、③ストック公害除去費用、④監視測定・技術開発・公害
行政等の間接費用の4種類に分けられ、OECDのPPPはこのうち①だけに
関わるもので、限定性の強いものであると批判している。
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　確かに、OECDのPPPは防除費用だけに限定されると考えられるが（1°｝、
他の費用②～④を汚染者に負担させることが原理的に不可能なわけではな
い。この点についてはアメリカにおける有害廃棄物対策が参考になる。
3．PPPの深化・発展
　アメリカでは1980年に、「包括的環境対処・補償・責任法」
（Comprehensive　Environmental　Response，　Compensation　and　Liability
Act　of　1980：CERCLA）が制定された。　CERCLAでは、有害物質の浄化の
ために、広範なプログラムが用意されているが、その1つが汚染施設を浄
化する巨額の基金を連邦政府が有することであり、そのためこの法律は通
称「スーパーファンド法」と呼ばれている（11＞。しかし、その成果は予想
を下回り、そのため1986年にはスーパーファンド法を大幅に強化した「ス
ーパーファンド法修正および再授権法」（Superfund　AmeIldments　and
Reauthorization　Act　of　1986：SARA）が制定された（12＞。
　スーパーファンド法では責任当事者は、連邦環境保護庁
（Environmental　Protection　Agency：EPA）あるいは裁判所の命令により、
自ら浄化するかまたはEPAが実施した浄化作業の費用を負担する義務があ
るが、その責任の内容は以下のように極めて厳しいものである（小川
［1992］、東京海上［1992］）。
①潜在的責任当事者（Potentially　Responsible　Parties：PRP）：責任のあ
る主体は非常に広く考えられている。（ア）汚染された施設の現在の所有
者・管理者、（イ）有害物質が放出された時点での当該施設の所有者・管
理者（過去の所有者または管理者）、（ウ）当該施設に運び込まれた有害物
質の発生者、（エ）当該施設へ有害物質を輸送した運送業者である。
CERCI、Aでは最初、責任者は、有害廃棄物を処分したもののみであったが、
浄化に必要な莫大な資金力が必ずしもないために、極めて広い範囲の責任
当事者が加えられることとなった。この他にもPRPはありうる（東京海上
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［1992］）。（オ）役員や従業員個人で、有害廃棄物の処分行為を行なった場
合に、施設管理者として責任を問われることがある。（カ）PRPである企
業の大株主は、経営上何ら関与をしていなくても、汚染企業の所有者とし
ての責任や管理者としての責任を問われたこともある。（キ）親会社が子
会社の有害廃棄物処分に関わっていた場合にも責任を問われる。
②厳格責任：過失の有無を問わない厳格責任主義が採られており、免責さ
れるのは天変地異、戦争、第三者の行為等だけである。しかも過去の行為
に遡及して効力を持ち、因果関係が証明できなくても責任が問われる。
③連帯・個別責任：PRPは連帯責任を負う。PRPはそれぞれ自己の分担割
合についてのみ責任を負うということではなく、PRPそれぞれが、単独で
汚染施設浄化の全責任を負う可能性があるのである。責任を負ったPRPは
その他のPRPに対して独自に責任負担分を請求することとなる。
　このように極めて厳しく責任の所在を追求するスーパーファンド法の責
任追及は、PPPから外れるという見方もあるが（13＞、そうではなくPPPの
深化・発展した形態と考えるべきである（14）。もともとスーパーファンド
法制定のきっかけとなったのがラヴ・キャナル事件であり（15）、被害の程
度が重大であり、現状の復帰に莫大な資金を有するという有害廃棄物特有
の問題とはいえ、その責任追及の姿勢は高く評価されるべきである。
　本稿の主題とは少しずれるが、わが国の産業廃棄物・有害廃棄物対策が
遅れている現状からいって参考にすべき点が多く、また、PPPとは何か、
どこまでが汚染者（原因者）であるかという議論においても、スーパーフ
ァンド法の考え方は有力な手がかりを与えるであろう。
H　ごみ処理有料化をめぐって
1．ごみ処理有料化とは
厚生省、環境庁や全国市長会、経団連、市民団体に至るまで「ごみ有料
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化」、「指定袋」導入の大合唱である。住民に対するアンケート調査でも、
ごみ処理有料化は廃棄物減量の有効策として評価されているという（16）。
本節では、ごみ処理有料化はPPPに適うか否かおよび廃棄物減量のための
有効策となりうるかについて検討する（17＞。
　ごみ処理有料化は、経済的手法としてみれば地方自治体による廃棄物処
理サービスに対して支払う手数料であるから、一般的には公共による廃棄
物又は排水の処理サービスの提供を受けることに対する料金の支払いであ
り、「使用者課徴金」（user　charge）の一種である（’8）。環境庁や厚生省に
よると、ごみ処理有料化は、期待される効果・効率性・公平性・実施可能
性という一般に経済的手法が満たすべき条件をすべて満たしており、導入
すべき手法であるとされている（環境庁リサイクルのための経済的手法検
討会［1994］、厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会［1993］）。
ここで、効率性については、「ごみの排出に対し直接的な抑制及び再生利
用拡大の動機づけが生じる」とし、公平性については、「排出抑制を行な
う者とそうでない者を同様に扱うことは公平とはいえず、排出量に応じた
負担（従量制）を求めることが公平と考えられるため、その導入は適正な
ものと評価できる」としている（厚生省経済的手法の活用による廃棄物減
量化研究会［1993、p．57］）。さらに、実施可能性については、「現行の廃
棄物処理法の中に、既に市町村は手数料を徴収することができるとの規定
があり、また、平成3年11月に実施された東京都の調査によれば、その住
民の半数以上が減量化のための有料化はやむを得ないと回答しており、有
料化を既に実施している市町村も35％に達している。これらから、不法投
棄を防止するための措置等を併せて講ずることにより、その実施可能性は
比較的高い」とする（厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会
［1993、p．57］）。はたして、ごみ処理有料化は、厚生省の研究会が主張す
るような望ましい政策手法といえるのであろうか。
　ところで、ごみ処理有料化というと、現在では廃棄物は無料で処理され
ているように誤解されるがそうではない。税金による一般財源によって賄
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われているのであるから、現在でも有料なのである。ただ、直接負担では
なく間接的負担であるから無料と誤解されるのである。しかし、どこの自
治体でも元来、ごみ収集は手数料徴収による有料制であった。現行のよう
に自治体の全区域が収集対象となっていたわけではなく、一部のみが対象
とされていたため、公平性の観点から「受益者負担の原則」を適用して、
ごみ処理の有料制は当然のことであった。やがてごみ処理の対象が全地
域・全世帯に及ぶと、手数料徴収の時間や費用を節約するため、経費を一
般財源からすなわち税金から賄うようになったと考えられている。自治体
のごみ処理のような公共サービスは、水道や下水道のように元来有料のも
のが多い。ごみ処理ももともと有料であったものが、このような理由と
「行政サービスの向上」のために「無料化」されていったのである（後藤
［1994］）o
2．ごみ処理有料化の現状
　厚生省の調査によると、1992年10月現在、粗大ごみ以外の家庭廃棄物
について、全市町村の35％に相当する1134市町村が料金を徴収している
（内83％が町村）。この内、従量制を採用しているのは636市町村にのぼる
（内93％が町村）（19｝。
　現在実施されている家庭系一般廃棄物有料化の方法は、どれも従量制で
あるが、3種類に大別される（2°）。第1は「線形方式」であり、量に比例し
て料金が高くなる方式である。この方式は伊達市で採用されている。第2
は「二段階方式」といわれ、ある一定量までは、比較的低額であるが、そ
の量を超えると料金が急増する方式である。この方式は、滋賀県守山市等
が採用している。第3は「一定量以上有料方式」であり、ある量までは無
料で、それを越えると有料とするものである。この方式は、出雲市や高山
市が採用している（21）（22＞。
　有料化の実施方法としては、廃棄物収集の際の袋または袋に貼るシール
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等を自治体が販売し、住民に購入させる方法が多い（厚生省生活衛生局水
道環境部環境整備課［1994］）。これとは別に東京都特別区部等が実施して
いる指定袋制は、自治体の収入とはならないため直接の有料化ではないが、
指定外の袋では収集されないため排出者は従来より高価の指定収集袋を購
入せざるを得ず、有料化と同等とみなすことができる。
3．ごみ処理有料化の効果
　ごみ処理有料化はどんな効果をもたらしたであろうか。環境庁の調査結
果を見ると、否定的な答えを出さざるを得ない（表1参照）。調査対象とな
った674自治体のうち、減量効果があったのは50％弱しかなく、特に、一
定量以上有料化方式をとる自治体では減量効果が認められなかったところ
が多い。しかも減量効果があった自治体でも、そのうちの半数強では不法
投棄が増加しているのである。さらに、約1割の自治体では、減量効果が
ないのにもかかわらず不法投棄が増加しているという最悪の結果がもたら
されてしまっている。
　　　　　　表1　ごみ処理有料化に伴う減量効果と不法投棄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％、カッコ内は実数）
減量効果あり 減量効果なし　効　果
禔@式
不法投棄
揄ﾁせず
不法投棄
掾@加
不法投棄
揄ﾁせず
不法投棄
掾@加
その他
すべて
L料化
25．3（136）26．4（142）23．8（128）9．3（50）15．1（81）
一定量以上
L料化
17．5（24）16．8（23）35．0（48）10．2（14）20．4（28）
小　　計 23．7（160）24．5（165）26．1（176）9．5（64）16．2（109）
合　　計 48．2（325） 35．6（240） 16．2（109）
出典）環境庁環境保全活動推進室［1gg3］（23＞
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　ごみ処理有料化によって、自治体が処理すべき廃棄物量は確かに減少す
るかもしれないが、廃棄物排出量はどれだけ減少しているのか疑問といわ
ざるを得ない。減量効果があるとした自治体でも、自家焼却やコンポスタ
ー化による自家処分が増加したことも考えられ、これは廃棄物の減量化と
いう本来の目的から外れるばかりでなく、悪臭やダイオキシン等の有害物
質の発生という新たな公害の原因となることも考えられる（2‘｝。
　北大と室蘭工大による北海道伊達市・倶知安町・長万部町・北部檜山地
区等の状況の調査でも、①有料化によって即効的な減量効果はあげられる
が、減量化をさらに促進する効果はないこと、②可燃ごみの減量は顕著で
あるが、不燃ごみでは不十分であること、③可燃ごみの減量化は自家焼却
やコンポスター化によって得られたことが結論として得られている（25）。
また、有料化を実施した代表的都市である伊達市・守山市・出雲市・高山
市に関する実態調査でも、有料化の効果は一時的であって、長期的には減
量効果が小さいことが示されている（田口・名古屋市職員労組［1994］）。
さらに、都市部では自治体によるごみ処理は必需サービスであって、自家
焼却等の代替手段は存在しないから、有料化による減量効果はいっそう小
さいと予想される。
　さらに、①有料化が廃棄物問題の解決に寄与できるのは、廃棄物問題の
一つである「量の問題」についてのみであり、それ以上に深刻な問題であ
る適正処理困難物等の「質の問題」の解決には直接寄与しない、②有料化
に伴う負担額は流動的であり、今後は手数料改定のたびに値上げが繰り返
され、市民の負担も増大するおそれがある、③廃棄物問題解決には、自治
体には適正処理能力の確保が必要であり、物質循環を可能にする環境や生
態系の循環容量が必要であるが、有料化はこの面でも何ら寄与しない、と
いう問題点が指摘されている（田口・名古屋市職員労組［1994］）。
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4．ごみ処理有料化とPPP
　ごみ処理有料化は、それによってごみ排出者である消費者の責任と負担
が明確になり、PPPに適合しているという見方がある。しかし、これは誤
りである。有料化によって消費者がごみ処理料金を課された場合には、廃
棄物となりうるものを作った生産者・事業者の責任負担が全く考慮されて
いないのである。
　ごみ処理有料化が家庭系一般廃棄物処理有料化に留まる限り、事業者の
負担は全くなく、すべて消費者の負担となり、これはPPPに適合しない。
しばしば、企業は消費者の嗜好に合わせて商品開発を行なうから、有料化
がきっかけになって消費者がごみにならないものを買い、過剰包装を拒否
する等の行動をすれば、企業は自ずから変わるという主張がされることが
あるが（26）、消費者がこのような行動をとることは不可能である。「消費者
は、いまある商品の枠内でしか商品の選択はできない。いま流通している
商品を決めているのは直接には生産者である。生産者のところに消費者か
らの意見が反映され、それを具体化する責任が及ばなければ、その枠を動
かすことは困難」（植田［1994b、　p．13］）だからである。
　したがって、PPPに則り事業者の責任を問うためには、十分な額の事業
系一般廃棄物処理有料化こそ導入されるべきである。事業系一般廃棄物処
理が有料化されるかあるいは料金が十分に引き上げられると、それは事業
活動に伴ってかかる新たな費用であり、事業者は消費者への転嫁（前転）
と要素供給者への転嫁（後転）を企てるであろう。その時、前述のように
追加費用のうちどれだけの割合が転嫁されるかは競争条件等により異なる
が、生産者と消費者の双方が負担する可能性があることになり、これは
PPPに適っている。
　廃棄物処理法では、多量の一般廃棄物・産業廃棄物を排出する者に対し
て、市町村長は減量計画や処理計画を作成させることができ（同法6条の2
第5項、12条5項）、自治体はその内容と実施を監視する必要があるとする
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が、「この種の監督は容易ではないから」、経済的インセンティブを用いた
ごみ処理料金の値上げが望ましいとする意見もあり（阿部［1993－94、69
巻9号6頁］）、事業系一般廃棄物有料化を示唆している。
　現在、東京都区部では一般廃棄物全体の中で、事業系一般廃棄物の占め
る割合が高く約65％を占めており、大阪市でも65％となっている（東京都
清掃局［1993］）。したがって、東京都区部や大阪市に限っていえば、廃棄
物問題の原因の主要な部分は、事業系一般廃棄物にあるといってよい。こ
の処理料金は無料ではないが、きわめて低い額である。廃棄物処理法には
「事業者の責務」として、「事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物
を自らの責任において適正に処理しなければならない」（同法3条1項）と
定められていながら（PPPである）、自治体が処理する事業系一般廃棄物
や産業廃棄物は、きわめて低額かあるいは無料で処理されているのである。
東京都区部にある64万2千の事業所から排出される事業系一般廃棄物のう
ち53．0％が無料で処理され、局収集の事業系一般廃棄物の91．9％が無料で
ある（東京都清掃局［1993］）。手数料は94年7月に改定されたが、都が収
集する場合には、1日10kgを超えると28．5円1kg、持ち込みの場合には12．5
円1kgとなっている（東京都清掃局［1994］）。一方、東京都区部の廃棄物
処理原価は50．327円1kgであり（東京都清掃局［1994］）、手数料は原価を
大幅に下回っているのである。
　東京都清掃審議会は1994年12月に出した答申の中で、事業系一般廃棄
物処理の、10kg以下を含む全量有料化を提言している。手数料を上乗せし
た事業系一般廃棄物専用のごみ袋を販売する方法によって実施するとい
う。しかし、この答申の中でも手数料の引き上げについては触れられてい
ないが、現行と大差がないとすると十分な減量効果は期待できないであろ
う。中小事業者が家庭系と事業系を区別して排出するかどうかにも問題が
あるが、十分な検討と速やかな実施が望まれる。
　さらに一歩進んで、一般廃棄物は家庭系に限定し、事業系一般廃棄物と
いう区分は廃止し、事業所から排出される廃棄物はすべて産業廃棄物とす
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ることも考えられてよい。産業廃棄物のPPPは一般廃棄物より現行法制上
でも徹底しているからである（27）。
5．むすび
　ごみ処理有料化の目的の1つは、再生可能な廃棄物の回収量を増加し、
リサイクルを促進することにある。したがって、ごみ処理有料化を実施す
るならば、再生可能廃棄物の回収に力を入れなければならない。しかし、
回収された再生可能廃棄物の再使用・再生利用が十分に進んでいない現状
のままでは、このことは再生資源の価格を暴落させ、既存の民間資源回収
業の破壊を進めることになってしまうであろう。したがって、再生資源の
需要が増加しない限り、ごみ処理有料化は有効な手段とはなり得ない。
　再生資源の需要を増大させるためには、再生資源使用率を義務づけると
いう直接規制もありうるが、一次原料課徴金または一次原料使用権を設定
してそれを市場で売買できるようにする制度の創設も考えられてよい。
　ごみ処理料金が課徴金として十分な効果を発揮し、ごみ処分量が減少す
るためには、料金はある程度高くなければならない。しかし、料金が高す
ぎると不法投棄や自家焼却が増加する。これらによる新たな公害を防止す
るためには、料金はそれほど高くすることはできない。したがって、ごみ
処理有料化ではピグー税的な課徴金としての本来の目的は達成できないで
あろう〔28）。そこで、課徴金としての需要抑止効果ではなく財源調達手段
としての役割のみに期待せざるをえない。この場合に、財源は自治体のご
み処理費用を賄うためのものというより、民間のリサイクル活動等の支援
のために使われるのが望ましい。
　ごみ処理有料化によって、自治体が処理すべき廃棄物の量は一時的には
減少するかもしれないが、廃棄物排出量そのものが減少するという保証は
全くない。排出量は減少せず、自家焼却や不法投棄の増加によって、自治
体の処理量が減少しただけということが考えられる。したがって、本来の
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目的である廃棄物減量化には効果が小さく、しかもPPPに適っていないと
いう点で、ごみ処理有料化を単独で実施することは望ましい政策ではない
のである。結論として、ごみ処理有料化は廃棄物減量の決め手とはなりえ
ず、他の手法を中心とすべきであり、ごみ処理有料化はその中心的方法の
補完的手段として位置づけられなければならない。
　家庭系一般廃棄物処理有料化のみを実施し、事業系一般廃棄物処理を無
料のままにしておくか、あるいは有料化したとしてもきわめて低い額しか
徴収しないようでは、日本の企業は適正な環境コストを負担しないので安
価な製品が生産できるのであり、そのような安価な製品を輸出するのは
「環境ダンピング」であるとの非難を免れないであろう（熊本［1994a］）。
これはOECDのPPPの最も基本的な考え方に反するものである。
皿　包装廃棄物回収制度
1．ドイツとフランスの例一DSDとエコ・アンバラージュ
　（1）　ドイツーDSD（29｝
　ドイツでは1986年に制定された「廃棄物の回避及び処理に関する法律
（廃棄物法）」（Gesetz　tiber　die　Vermeidung　und　Entsorgung　von
Abfallen）（1990年8月27日最終改正）によって、廃棄物抑制と再利用を
埋立・焼却に優先させること等を規定した。さらに、1991年には廃棄物法
の規定によって制定された「包装廃棄物の回避に関する政令（包装物令）」
（Verordnung　tiber　die　Vermeidung　von　Verpackungsabfallen）によって、
包装廃棄物回収が義務づけられた。包装物令の目的は4つある（メンクハ
ゥス［1993］）。①包装物を使用しないこと。②包装物の使用が必要な場合
には、必要最小限にとどめること。③再利用可能な包装物を使用すること。
④再利用できない場合には、使用済み包装物を再生することである。これ
らの目的を達成するために、包装物は3種類に分けられ、それぞれに事業
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者の義務が課されている（包装物令3条）（山田［1992］、山下［1993］）。
①輸送用包装物：製造者から販売者へ輸送する途中で生じる損傷から商品
を保護するためにまたは輸送の安全のために使われる包装物。製造者・販
売者に使用後の回収・再使用が義務づけられる　（1991年12月1日施行）。
②二重包装用包装物：セルフサービスでの販売用や、盗難防止、販売促
進・宣伝のために用いられる包装物。消費者は購入の際に包装をその場で
はずすことも、後で小売店の敷地におかれた回収箱に入れることもできる。
販売者には回収箱の設置、再利用の義務が課せられる（1992年3月1日施
行）。③販売用包装物：消費者が輸送または商品を消費するまで用いる包
装物。小売店には回収義務が、製造者および販売者には再利用義務が負わ
せられる（1993年1月1日施行）。④飲料容器と洗剤容器については強制デ
ポジット制を実施。さらに、サーマル・リサイクルは認められず、素材と
しての再生しか認められていない。
　ここで回収・再生義務を負うのは生産者および販売業者であるが、その
範囲は非常に広く、包装物令では汚染者（原因者）を広範に考えているこ
とが窺える（包装物令2条）。すなわち、包装物素材の生産者、包装物の生
産者、包装物素材の販売者、包装物の販売者、商品の生産者、包装物が用
いられている商品を輸送するあらゆる段階での販売者である。外国の事業
者もドイツ国内にこれらを持ち込んだ者はこの対象に含まれる。
　このような回収制度の義務は販売者・製造者にとっては負担が大き過
ぎ、また実現も困難であるので、上記の③と④については免除規定が設け
られることになった。その措置に応じて同政令発効前の1990年9月に設立
されたのが、デュアル・システム・ドイッチェラント有限会社（Duales
System　Deutschland　GmbH、以下「DSD」と略）である（3°）。　DSDはい
わば、「強制的リサイクル・システム」（植田［1994a］）である。　DSDは、
約600の関連企業が出資した非営利企業であり、1994年6月で約1万7000社
が参加しており、全包装材流通量の90％以上をカバーしている（・・）。
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回収業者
処理業者
＜f－一一一一一一再利用者
　引取保証　素材メーカー
出典）厚生省生活衛生局水道環境部［1994］
図1　ドイツにおける包装廃棄物回収システム
　DSDは、各事業者に代わって、包装廃棄物の回収・選別・再生を行ない、
事業者は「緑の点」（der　GrUne　Punkt、以下「GP」と略）といわれるマ
ークを包装につけることができ、その使用料をDSDに支払う。
　GPの使用料は使われている包装材の材質や容積・重量によって異なっ
ており、何回かの改訂を経て、現在では表2のように決められている。事
業者はこの負担額を支払う代わりに、GPの使用を認められ、商品に印刷
することができ、GPはいわば、　DSDが責任を持って回収することを保証
する標識である。消費者は、GPのつけられている包装廃棄物を所定の場
所に排出する。したがって、GPは3つのことを示していることになる（ビ
アリー［1994］）。①ライセンス取得者（マーク使用者）がこのシステムに
参加していること。②包装材の回収・分別料金を支払っていること。③
DSDで包装i材をリサイクルできること。GPは、それのついた包装材や製
品が環境負荷が小さいということを示すものではないことに注意が必要で
ある（ビアリー［1994］）。
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表2　GPの使用料
　　　（単位マルク！kg、カッコ内は円1kg）
素　　材 1993年 94年10月以降
ガラス 0．16　（10） 0ユ5　（9）
紙・段ボール 0．33　（21） 0．40　（26）
ブリキ 0．56　（36） 0．56　（36）
アルミ 1。00　（65） 1．50　（98）
プラスチック 3．00（195） 2．95（192）
天然素材（木綿等） 0．20　（13） 0，20　（13）
飲み物用パック 1．66（108） 1．69（110）
その他液体容器 一 2．10（137）
注）1マルク＝65円で計算。
出典）厚生省生活衛生局水道環境部［1994］に円換算を追加。
　このシステムによりドイツでは、包装廃棄物量が1280万トン（91年）
から1180万トン（93年）へと7．8％減量し、販売用包装材使用量も750万
トン（91年）から700万トン（93年）へと6．7％の減量となった（厚生省
生活衛生局水道環境部［1994］）。また、GPの使用料はリサイクルしやす
表3　全包装材にしめる代表的素材の割合（％）
1990 1992
プラスチック 40 27
紙 27 34
複合素材 4 2
ブリスター 5 1
注）ブリスターとは、ボール紙に製品を載せ、プラスチックでパックした
包装。店頭展示上外観がよい。
出典）厚生省生活衛生局水道環境部［1gg4］
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表4　DSDによるリサイクルの現状（1993年）
素　材
包装使用量
i万トン）
回収率
i％）
リサイクル率
@　（％）
リサイクル
v件（％）
ガラス 387．1 63 61．6 42
紙・段ボール 175．7 66 54．8 18
飲料カートン 20．1 31 25．8 6
ブリキ 71．3 36 35．0 26
プラスチック 96．9 39 29．0 9
アルミ 13．1 13 6．8 18
注）「リサイクル要件」とは、「包装物令」に規定されているリサイクル率
の数量要件、1995年1月1日よりさらに引き上げられる。回収率・リサイ
クル率は対包装使用量比。
出典）植田［1994a］
い材質を使っていればより安いため、リサイクルしにくい材質からしやす
い材質への転換が進んだという効果も生まれている。
　（2）フランスーエコ・アンバラージュ（32｝
　フランスでは1992年に「包装廃棄物政令」が制定され、事業者は①自社
製品のデポジット制の導入、②自社製品に関する政府に認定された分別・
リサイクルシステムの導入、③自治体の回収・リサイクルに資金援助する
公認組織への参加、のどれかを選択実施することが義務づけられた（環境
庁リサイクルのための経済的手法検討会［1994］）。③の要件を満たす組織
として1992年8月にエコ・アンバラージュ社（Eco　Emballage、以下「EE」
と略）が設立され、包装廃棄物の回収システムが構築された。
　EEシステムの考え方や機能は基本的にはDSDと同様であるが、次の3点
の相違点がある。①DSDが自治体の回収システムとは全く別に回収システ
ムを作ったのに対し、EEは自ら回収を行なわず、自治体の回収システム
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をそのまま利用し利用料を支払う（図2参照）。②家庭から出る包装廃棄物
のみが対象である。③サーマル・リサイクルもリサイクルとして認める。
販売 廃棄
包装材使用者　　消費者
自治体
が回収
買取
引取
処理業者
作業
　エコアンバラージュ
ライセンス使用料支払い
再利用者
素材メーカー
エコアンバラージュ
委託
　　　　　　：
　　　　　　1　　　＿＿＿＿＿＿」
　　引取保証
出典）厚生省生活衛生局水道環境部［1994］
図2　フランスにおける包装廃棄物回収システム
　EEの運営方法はDSDと類似しており、GPと同様のフランス語で「緑の
点」（point　vert、以下「PV」と略）と呼ばれるマークの使用料を事業者
から徴収することによって成り立っている。事業者は使用料を支払った分
のPVを商品につけることができ、　PVの意味するところもGPと同じである。
EEも民間企業ではあるが、5つの省から権限を委譲されており、契約企業
に対する会計監査などが比較的やりやすいという長所を持っている。この
ため、PVの申請量と実際の使用量との差がチェックしやすく、フリーラ
イダーの問題は少ないとされている（［B中・杉山［1994］）。
　しかし、実際にはEEと自治体との間の個別契約によって回収が行なわ
れるが、まだ契約例は少なく、システム全体の成果やその評価はまだ未知
数の部分が多い。
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表5　PVの使用料（1993年　単位フラン1kgカッコ内は円1kg）
素　材 使用料
ガラス 0．05（0．9）
紙・段ボール 0．3　（5．4）
スチール 0．1　（1．8）
アルミ 0．5　（9．0）
プラスチック 0．5　（9．0）
注）1フラン＝18円で計算。
出典）通商産業省環境立地局［1994］
表6　フランスのシステムにおけるリサイクル業者の引取り条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1993年；単位はフラン！トン）
素材
EEの直接
x援
材料別回収機関
i企業）による買い
ﾟし最低価格
自治体の
ﾅ低収入
ガラス 0－50 150 150
紙・段ボール 750 無料回収 750
非焼却 300 50－200 350
スチール 焼　却 75 0－50 75
プラスチック 1，500 無料回収 1，500
非焼却 1，500 1，000－1，500 2，500
アルミニウム 焼　却 500 500－1，000 1，000
出典）通商産業省環境立地局［1994］
　さらに、ドイッ・フランス以外にもオランダやベルギーでも同様なシス
テムの導入が検討されている。EUでも包装廃棄物の問題は重視しており、
規制が検討されている｛33）。
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2．厚生省による包装廃棄物回収制度の提案
　厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会
は1994年10月に『廃棄物の減量化・再生利用の推進等について』という
報告書をまとめ、その中でわが国でもドイツやフランスのような包装廃棄
物回収制度を創設することを提案した（厚生省生活環境審議会廃棄物処理
部会廃棄物減量化・再利用専門委員会［1994］）。厚生省は現在法制化に向
けて準備中であるという。
　この制度が提案された背景には、ドイッやフランスと同様に包装廃棄物
が廃棄物中に占める割合が高く、しかも本来消費者が必要としているもの
ではなく、大量かつ画一的に生産されているため再生利用が図りやすいと
いった事情がある。
　そこでまず、わが国における包装廃棄物の現状を見てみよう（廃棄物研
究財団［1994］）。東京都（91年）では家庭系廃棄物のうち、包装廃棄物
が32％を占めている。同様に、横浜市（93年度）では容積で61％、湿重
量で30％、大阪市（88年度）では、容積で58％、湿重量で23％、京都市
（94年3月）では容積で56％、湿重量で20％を包装廃棄物が占めており、
軽くてかさばるという包装廃棄物の特徴がよく表われている。
　また、包装容器の生産量も増加の一途をたどっており、91年の生産量は
2200万トンにのぼり、81年度に比べ29％増となっている。また、飲料容
器のワンウェイ化も進み、炭酸飲料におけるびんや缶のシェアの推移を見
ると、56年にはリターナブルびんが70％であったのに、91年には10％に’
まで減少し、代わってPETボトルと缶が全体の80％、残りの10％もワンウ
ェイびんとなっている（廃棄物研究財団［1994］）。
　このような背景から生活環境審議会答申案は、市町村と事業者の協力に
よる包装廃棄物の回収・再利用システムの構築を提言しており、その特徴
は以下のようにまとめられる（厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄
物減量化・再利用専門委員会［1gg4］）。
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①包装容器は、内容物を必要とする消費者からみると内容物に付随して必
要なものではあるが、最終的な目的ではない。
②消費者は排出抑制に努めるべきであるが、消費者の努力のみでは排出抑
制は著しく困難であり、排出者としての責任のすべてを消費者に帰するの
は適当でなく、製造・販売事業者も、廃棄物の潜在的な排出者としてとら
えられる。
　以上の理由から我が国においても、ドイッ、フランスと同様に、製造・
販売事業者が、自ら製造・販売した製品から生じる廃棄物について、一定
の責任を分担することが必要であるとする。しかし、製造・販売事業者が
自ら包装容器の回収を行なうことは、システム全体の効率性の点から必ず
しも適当とはいえず、わが国では分別収集が普及しているので、市町村に
よる収集システムを活用する方が効率的であることから、市町村が分別収
集した包装廃棄物について、製造・販売事業者による引き取りと再生利用
（またはこれらのための費用負担）を行なうシステムの導入を提案してい
る。
　さらにこのシステムを円滑に運営するために、市町村においては計画的
な分別収集体制の整備を進めることが必要であるとし、包装廃棄物以外の
一般廃棄物について処理手数料を徴収することは、結果として包装廃棄物
の分別排出を進めることになるので、従量制による処理手数料の徴収を推
進することが適当であるとする。さらに、引き取られた包装廃棄物と再生
利用能力の間に不整合が生じないよう、再生技術の開発・普及、プラスチ
ック油化施設等の再生利用施設の整備を進める必要があるとする。
　この制度の具体的な内容は次のとおりである。
①市町村は、包装廃棄物の分別収集の徹底に努める。
②製造・販売事業者は、市町村が分別収集した包装廃棄物を引き取り、可
能な限りの再生利用（またはこれらのための費用負担）を行なう。個々の
製造・販売事業者に代わって、事業者等の出費により設立された第三者機
関が、包装廃棄物の引き取り・再生利用を行なうシステムを創設し、製
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造・販売事業者がその費用を支払う仕組みを導入することも検討すべきで
ある。
③市町村から包装廃棄物を引き取った製造・販売事業者または第三者機関
は、これを再生資源利用メーカー等に引き渡す。引き渡しに当たって、包
装廃棄物が市場において売却可能な場合には、市場価格によりこれを売却
し、売却が不可能な場合には、一定の金額（逆有償額）を再生資源利用メ
ーカー等に支払う。
④この他、包装廃棄物の分別収集・再生利用を推進するため、第三者機関
は、付随的な業務として、リサイクル関連施設の整備等に対する助成、分
別収集に関する技術的支援など、分別収集を積極的かつ効果的に行なう市
町村への支援を行なうことも考えられる。
⑤レジ袋など販売段階で付加された包装については、販売事業者が可能な
限り店頭で引き取るか、または第三者機関に費用を支払う仕組みをつく
る。
　以上が生活環境審議会の答申の主内容であり、わが国にもフランスの
EEに似た包装廃棄物回収システムを構築しようとするものである。これ
が実現されれば、従来のわが国にはなかったリサイクルのシステムを社会
に組み込むものであるという点に意義が見出されよう。
消費者
費用の転嫁
一一一一一一一一
販売店で付加
した包装（レ
ジ袋等）の可
能な限りの店
頭引取りの仕
組み
　販売店で付加1
　した包装を事1
　業系廃棄物と1
　して排出
　（有料）
費用の転嫁
引取り
代行
内容物の製造販売
　　事業者
製品を包んだ者
［例えば発売元等］
（輸入品は輸入元）
分別収集を積
極的に行う市
町村への支援
費用の支払い（直接引取りとの間で選択
有価物の売却（市場価格）〔
無価物の引渡し（逆有償）
再生資源利用
メーカー等
出典）厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会［1994］
　　　　　　　　　　　図3　わが国における包装廃棄物引取りシステムの例（イメージ図）
???
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　3．包装廃棄物回収制度とPPP
　さて、包装廃棄物回収制度はPPPの観点から見た場合にどのように評価
されるのであろうか。
　前述のようにドイツの包装物令では、包装材を使用している商品の生産
者ばかりでなく包装材の生産者、販売者や輸送者までが回収義務を負わさ
れている。これは汚染者（原因者）として、消費者ばかりでなくそのよう
な事業者も含めていると考えられる。これは一見すると、2つの点でPPP
に反するように思われる。1つは、事業者が汚染者であるとみなされてい
ることである。もう1つは、これと対をなすのであるが、包装廃棄物の直
接の排出者は消費者であるが、消費者には明確な義務が課されていないこ
とである。すなわち、汚染者でありながら負担がないことである。第1の
点は、議論を要しよう。消費者が廃棄物として排出したものに、なぜ生産
者が責任を負わなければならないかという疑問が出されることもある。す
なわち、PPPを適用するとしても、汚染者は消費者なのか生産者なのかと
いう問題である〔3％これについてはいろいろな見解があり得、今のとこ
ろ法学者でも明確な見解は見い出せないようである。1つの有力な見解は、
まず、包装物令に規定されている事業者は間接的な汚染者であるというこ
とである。また、包装廃棄物を回避するのは、消費者よりも生産者に義務
を課した方がより効果的に包装廃棄物が減量でき、再生もできるという現
実的判断があると思われる（35）〔36）。いずれにせよ、事業者に回収義務を課
すのはPPPに反したものではなく、スーパーファンド法におけるPRPのよ
うに広く間接責任を問うという性質のものと解釈することができよう（37）。’
　次に第2の点はどうであろうか。消費者は包装廃棄物の直接の排出者で
あるから、何らかの義務が課されてもよいのではないかと考えられる。し
かし、消費者は何の負担もしていないわけではない。まず、GPの使用料
の一部は、商品価格に上乗せされ消費者に転嫁されていると考えられる。
これが消費者の負担である。また、GPのつけられた包装廃棄物を他の廃
棄物と分別し、DSDの回収ボックスまで持っていって投下する時間的精神
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的な手間という機会費用を負担しているのである（38｝したがって、事業者
と比較すると軽いとはいえ、消費者もまた相応の負担をしているとみなす
べきである。したがってこのシステムはPPPに適合しているといえよう。
　次に、フランスの制度はどうであろうか。フランスでも事業者に回収義
務があり、その点ではドイツと同じである。やはり、PPPに適っていると
いってよい。EEはDSDと異なり、事業者は独自に回収ルートを作らずに
自治体の既存の回収システムを利用している。この点でドイッよりも事業
者の負担は軽く、PVの使用料もGPに比べるとかなり割安になっている
（表4参照）。さらにサーマル・リサイクルも認められていることから、負
担の重さという点では、EEに参加している事業者の負担はDSDのそれよ
りもかなり小さい。消費者の負担は、PVの使用料や自治体への援助の消
費者価格の転嫁という点では軽いということになるが、自治体の負担は重
く、それは住民の税金やごみ処理料金に反映されるから、最終的には消費
者の負担は軽いかどうかは不明である。フランスのシステムはPPPに反し
ているわけではないが、事業者の負担の軽重を比較すると、DSDの方が
EEに比べPPPの理念をよりよく具現していると考えられる。
　最後にわが国の場合はどうであろうか。厚生省の見解によると、自治
体・消費者・事業者の三者が責任分担することになるという（植田・金子
［1995］）。消費者・事業者の責務はドイツ、フランスの場合と同様であり、
自治体については分別回収を徹底するという義務が課されることになる
（39）。もっとも、ただ「徹底」といっても努力規定に留まらず、具体的で明
確な規定が必要である。また、事業者の範囲はどこまでかも明確でない。
ドイツのように広範に事業者の責任を問えるのであろうか。この範囲が中
途半端なままでは、PPPに適合しないといえよう。
　さらに、厚生省の提案には重大な欠陥がある。第三者機関が自治体の回
収を援助することが明確でないこと、素材メーカーの買い取り保証もない
こと、および第三者機関は自治体が回収した包装廃棄物を引き取り、それ
を再生資源市場で売却することによって収入が得られるが、これは従来自
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治体に入っていた収入であって、自治体はこれを手放すことになってしま
うことである（4e）。こうしたことから、わが国での事業者負担はフランス
よりはるかに軽く、およそ1～2割程度であるという試算もされている（熊
本［1995］）。わが国の包装廃棄物回収制度の提案を見る限りは、事業者の
負担は、DSDはもちろんEEに比べても軽すぎるという意味でPPPへの適
合性は低いといわざるを得ない。
4．わが国における包装廃棄物回収制度の創設に向けての留
意事項
　DSDやEEという先行事例を参考にして、わが国で同様な制度を創設す
る場合に留意すべき事項を検討する。
　ドイツでは包装物令において、達成すべきリサイクル率を予め設定し、
それを満たすことを条件として、事業者が自力で包装廃棄物を回収・再生
するのではなく、DSDのような代行機関に委託することを認めている（41）。
しかし、リサイクル率を設定することは必ずしも望ましとはいえない（42）。
リサイクル率の設定は一種の直接規制であり、効率性が満たされるとは限
らない。問題は、なぜ、たとえばある素材のリサイクル率が55％であって、
50％や60％ではないのか。その根拠が不明確なことである。再生品に対す
る需要があって、初めてリサイクルが成立する。超過供給のために逆有償
となり、回収業者が倒産するといった事態は珍しいことではない。回収業
者が採算が合うリサイクル率が50％であるとすれば、目標との差である
5％は、いわば「社会的に強制されたリサイクル」（植田［1994b］）を行
なうということになる。さらに植田［1994b］は、逆有償とは「社会的に
強制されたリサイクル」のコストを消費者が負担することであるが、その
コストを消費者だけが負担する理由はない。行政や企業が負担するという
ヶ一スも、三者が共同して負担することもありうるとする（43＞。厚生省案　’
では、「第三者機関が市町村から引き取るのは市場で逆有償のものに限る」
161
（熊本［1995、p．78］）というが、その時の費用の負担については不明確で
ある。
　リサイクルを促進するためには、いかに需要を増加させるかがポイント
である。そこで、再生資源の需要を増大させるためには、再生資源使用率
を義務づけるという直接規制もありうるが、「一次原料課徴金」または
「一次原料使用権」を設定してそれを市場で売買できるようにする制度の
創設も考えられ、その方が規制手段として効率的であることはよく知られ
ている（44）。
　わが国でも、ドイッとは異なりフランスのように廃棄物燃焼による熱の
回収であるサーマル・リサイクルあるいはプラスチック油化等のケミカ
ル・リサイクルを認めることになろう。しかし、これらのリサイクル方法
は、あくまで素材としての再利用・再生利用が不可能な場合にとられる補
助的手段として位置づけなければならない。ケミカル・リサイクルやサー
マル・リサイクルが先行し、熱を回収するためあるいは油化のためにより
多くの廃棄物が必要になっては意味がない。
　ドイツ最大の環境団体ブントは、DSDは根本的な解決にはなりえないと
次のように批判しているという（45）。GPはリサイクルしやすい商品である
ことを示すことは確かであるが、これが結果としてワンウェイびんを増や
すことになった。数十回から100回使えるリターナブルびんをわざわざ壊
して、エネルギーを使って再生している。これは無駄遣いである。製造業
者は、「どうせ回収するから」と考えて、1回しか使えない容器をどんどん
作っている、と。この批判は重大である。包装廃棄物回収制度が、かえっ
て、本来あるべきリサイクルの姿を歪め、逆の方向にと進めてしまうから
である。この点については、制度発足後の慎重な検証が必要である。
　いずれにせよ、包装i廃棄物回収制度はあくまで総合的システムの1つの
構成要素として位置づけられなければならず、それだけで廃棄物減量に決
定的な力を持っているとみなすことはできないのである。
　ドイッではDSDをモデルにして、電気・電子製品、印刷物、廃車、建設
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廃棄物についても同様な政令を制定しようと準備しているという（山田
［1992］）。わが国でも包装廃棄物のみでなく、ドイツのように回収義務の
ある廃棄物の対象範囲を広げる必要があろう。
IV　総合的対策の必要性
　廃棄物減量のための優先順位は①廃棄物になり得るものの生産量の減少
②再利用③再生利用④サーマル・リサイクル、ケミカル・リサイクル⑤焼
却⑥埋立、でなければならない。そのためには、廃棄物の発生過程の各段
階において対策を講じることが必要である。いわば、生産者・消費者・行
政がその行動に応じて責任と負担を負わなければならないのである〔ca）。
　したがって、次の政策手法を全て同時に実施すべきである。
①排出段階…従量制による事業系一般廃棄物処理有料化
②回収段階…前述の議論を踏まえた包装廃棄物回収制度
③再使用・再生利用段階…売買可能な一次原料使用権およびその取引市場
の創設
　さらに、これらを補完する手法として、生産段階における製品課徴金
（特に塩化ビニールのような有害廃棄物となりうる物質に対する課徴金）
および排出段階における従量制による家庭系一般廃棄物処理有料化。回収
段階におけるデポジット制の導入（47）およびカーブサイド・コレクション
（48）も効果的な回収のために、導入を検討してもよい。適正処理困難物制
度の拡充も必要である（49）。
　法制度にも不備が目立つ。環境基本法は実効性に疑問がある。廃棄物と
リサイクルの問題は不可分であるから、廃棄物処理法とリサイクル法は統
一された法でなければ意味がない。さらに、環境教育、情報開示、キャン
ペーン等も特に長期的な観点から無視できない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　環境政策としての経済的手法についてはOECD［1991，1993］等参照。
（2）　廃棄物対策やリサイクル促進のための経済的手法については、環境庁リサ
　　イクルのための経済的手法検討会［1994］、厚生省経済的手法の活用による廃
　　棄物減量化研究会［1993］に具体的提言がある。友野［1995］は、廃棄物減
　　量のためには経済的手法についての評価を行なっている。
（3）　環境庁リサイクルのための経済的手法検討会［1994］、厚生省経済的手法の
　　活用による廃棄物減量化研究会［1993］。
（4）　原因者負担原則、排出者責任原則と呼ばれることもある。
（5）　厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会
　　［1994］。
（6）　どちらもOECD［1975］に所収。
（7）　PPPを満たすのは、市場メカニズムを利用した手段だけとは限らないこと
　　に注意。直接規制でもよい。
（8）　OECD環境委員会［1992］参照。
（9）　この主張については加藤［1978］参照。
（10）　宮本［1989］、永井［1973］、都留［1973］参照。
（11）　スーパーファンド法については、小川［1992］、大塚［1994］、東京海上
　　［1992］、富澤［1993］、植田［1989］、吉田［1992］等を参照。
（12）　以下CERCLAとSARAを合わせて「スーパーファンド法」という。
（13）　このような見方については、富澤［1993］参照。
（14）　PPPを「汚染者負担原則」から一歩進んだ、「汚染者処罰原則（Punish
　　Polluter　Principle）」と捉えた方が環境保全には実効性があるとする考え方
　　もある。宮本［1989］参照。
（15）　ラヴ・キャナル事件については秋山［1981］参照。
（16）　厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会［1993］。
（17）　　「廃棄物の処理と清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」と略）では、
　　廃棄物は一般廃棄物と産業廃棄物に分けられ、さらに一般廃棄物は家庭系一
　　般廃棄物と事業系一般廃棄物に分類される。「ごみ有料化」あるいは「ごみ処
　　理有料化」といわれるのは、家庭系一般廃棄物処理の有料化を指すことが多
　　く、本稿でもこの用語法を採る。
（18）　環境庁リサイクルのための経済的手法検討会［1994］では、ごみ処理有
　　料化は、「排出課徴金」とされているが、これは不適切であり「使用者課徴金」
　　が正しい。
（19）　厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会［1993］による。
（20）　公衆衛生院廃棄物研究会［1994］。ただし、以下の「線形方式」という名
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　　称は原文では「一律方式」となっているが、誤解を招くおそれがあるので改
　　めた。
（21）　当初は安く設定し、次第に高くするという「経年有料化方式」も提案され
　　ている。ごみ処理有料化を実施しなければならないのであるならば、住民に
　　受け入れられやすい有効な方法といえよう。安田・副田［1994］。
（22）　出雲市の方式では、無料で配布した袋が余った場合には、市が袋を買い戻
　　すという「売買可能排出権」に準ずる制度となっている。
（23）　熊本［1994b、　p．23］より重ねて引用。ただし一部改。
（24）　環境庁の悪臭苦情件数のまとめによると、1993年度には飲食店や家庭で
　　のごみ焼却による悪臭に対する苦情が前年比40％増の210件と急増した。「朝
　　日新聞」94．12．16付。また、わが国におけるダイオキシン類発生量のうちご
　　み焼却によるものが9割を占めている。除去装置が付いている焼却工場からの
　　排出量が多いが、自家焼却でももちろん発生する（「朝日新聞』94．12．15付）。
（25）　吉田・亀田・田中・穂積［1994］。また佐藤［1994］も参照。
（26）　小林・郡蔦・光村・立花・上野・三本木［1994、p．120］立花（経済団体
　　連合会産業政策部次長）発言：「ユーザーのニーズが変われば産業側の供給
　　も変わる。ごみにならないような買い方が、メーカーや流通サイドもごみに
　　ならないような作り方、売り方に繋がっていくと思う」。
（27）　廃棄物処理法10条他。
（28＞　岡［1993］参照。
（29）　DSDに関する文献は数多い。たとえば、ビアリー［1994］、林［1994］、
　　厚生省生活衛生局水道環境部［1994］、メンクハゥス［1993］、坂田［1993］、
　　佐藤［1993］、竹下［1994］、田中・杉山［1993］、東京海上火災保険［1994］、
　　通商産業省環境立地局［1994］、植田［1994a］、山田［1992］、山下［1993］
　　等を参照。
（30）　DSDはGPのついた廃棄物を回収し、自治体はその他の廃棄物を回収・処
　　理するという二重のシステムになったため、デュアル・システムと命名され
　　た。
（31）　植田［1994a］、厚生省生活衛隼局水道環境部［1994］による。
（32）　DSDと比べ、エコ・アンバラージュを扱った文献は少ない。ギヨン
　　［1994］、厚生省生活衛生局水道環境部［1994］、田中・杉山『［1993］、東京海
　　上火災保険［1994］、通商産業省環境立地局［1994］等参照。
（33）　これについては、後藤・ブラウンガルト［1992］参照。
（34）　後藤［1992］は、包装廃棄物においては消費者が汚染者であるから、製
　　造者・販売者の回収・再生義務はPPPに反するのではないかと思ったという。
　　さらに、ドイツ連邦環境省の担当者が「PPPとの整合性はあまり意識してい
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　　ない」、「今度の政令は、一見しただけではPPPに合っていない」と言ったと
　　している。
（35）　この点は「法と経済学」でいう「最安価損害回避者（cheapest　cost
　avoider）」の概念が適用できるように思われる。最安価損害回避者とは「一
　般に、法は「損害防止費用」が最も安いような損害防止手段を有する者（こ
　　の場合は事業者）に損害を負担させることにするのが、社会的・経済的にみ
　　て最も望ましいということができる。このような最も安価な損害防止手段を
　　有する者を…r最安価損害回避者』という」（小林・神田［1986］79頁、カ
　　ッコ内は引用者）。
（36）　これは「生産物責任」であって、「まず変える影響力を持っている者を義
　　務づけなければならない」という考え方である。これはPL法にいう「製造物
　　責任」とは異なる。ビアリー［1994］および「インタビュー　ヘニング・フ
　　ォン・ケラー博士に聞く”循環経済・廃棄物法”のめざすもの」、r月刊廃棄
　　物」95年1月号36－44頁参照。
（37）　山下［1993］は、「包装物が作られ、最終的に廃棄物となるまでには、製
　　造者、販売者及び消費者といった複数の手を介しており、これら複数の原因
　　者（と考えられる者）の中で、誰に『汚染費用』を負担する法的責任がある
　　のかについて、原因者負担原則から明確な解答を得るのは困難であろう」
　　（p．28f）という。さらに、「包装令において実現されている原因者負担原則は、
　　従来の原因者負担原則といくつかの面で異なっている。しかし原因者負担原
　　則自体がそれほど明確な内容を持たない以上、包装令は原因者負担原則に反
　　しているとは考えられず、むしろ、包装令における原因者負担原則も原因者
　　負担原則の一類型と見るのが適切であろう」（p．32）としている。
（38）　ただし、消費者にはDSD利用の義務はなく、従来どおり自治体の回収シス
　　テムを利用してもよい。
（39）　事業者に関する責任という点では、厚生省生活衛生局水道環境部［1994］
　　の見解はわかりやすい。包装廃棄物については、「消費者にすべての責任があ
　　るとはいいがたいこと、必要もない過剰包装を避けることが必要であるとと
　　もに経済的手段を講じることで包装の簡素化やリサイクルしやすい素材への
　　シフトが起こることによりそれが可能となること、さらには廃棄物の発生に
　　一番影響のある者（製造、流通、販売事業者等〉に責任をとってもらうこと
　　が適当であると考えられる……こうした製造事業者等にまず負担を課す考え
　　方は、排出者負担原則（PPP原則）から外れるとの見方もあるが、最終的に
　　増加コストは消費者が負担することになること及び廃棄物に関しては、排水
　　や大気のように直接の汚濁負荷の排出者のみならず、precautionary
　　preventiveの観点から製造事業者等関係者の全てが責任を共有すべきである
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　　という概念が確立してきたことから、ドイツ等のシステムはPPPの考え方が
　　深化したものという評価が確立している」（p．110）。
（40）　熊本［1995］によると、後者の点は法案の段階で改められ、「有償で売却
　　できるものは廃棄物でないから包装廃棄物には含めないとの理由で、従来ど
　　おり市町村が売却しうるものとされ、したがって第三者機関が市町村から引
　　き取るのは市場で逆有償のものに限るとされている」（p．78）。
（41）　フランスではリサイクル率は法令には定められていない。州によって異な
　　る。
（42）　「再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）」に基づくガイド
　　ライン（通産省）による目標は、古紙利用率55％（1994年度）、ガラスびん
　　のカレット利用率55％（1995年度）、スチール缶の再資源化率60％（1995年）、
　　アルミ缶再資源化率60％（1994年度末）、プラスチック率は、発泡スチロー
　　ル製魚箱、同家電製品梱包材再資源化25％（1995年）、農業用塩化ビ三一ル
　　フィルム回収率50％である。通産省環境立地局［1994］参照。
（43）　植田［1994b］はさらに、リサイクルコストを誰が負担するかのルールが
　　決まっていないこと。その費用負担ルールをどこで、どうやって決めるかも
　　決まっていないと述べ、リサイクル率設定に疑問を投げかけている。
（44）　例えば、OECD［1991］参照。
（45）　竹下［1994］による。
（46）　官庁は、口では自治体・市民・企業の一体となった行動が必要といいなが
　　ら、実態は違うとしか考えられない。環境庁と厚生省にどちらにも「経済的
　　手法の研究会」ができ、ほぼ同じメンバーでほぼ同じ内容の答申を別々に出
　　す必要があるのか、最初から合同でやればよい。厚生省経済的手法の活用に
　　よる廃棄物減量化研究会［1993］と環境庁リサイクルのための経済的手法検
　　討会［1994］がそれである。
（47）　ただし、品川区と大田区で実施されたデポジットの実験はうまく行かなか
　　ったと報じられている。「朝日新聞」94年11月1日付参照。一方、デポジット
　　制はヨーロッパ諸国では非常にうまく機能している。この相違はなぜ生じる
　　のか。社会経済学的な研究が必要であろう。
（48）　アメリカでは主流の分別回収方法。住民が道路脇に分別・排出し、回収業
　　者が有料でそれを回収する。
（49）　熊本［1994b、1995］は、包装廃棄物回収制度よりも適正処理困難物制度
　　の拡充の方が実現可能性が高く、実効性も大きいとしている。
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